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第１章 計画の目的等 

１ 計画の目的 

  横須賀市耐震改修促進計画（以下、本計画という）は、地震に対する耐震性が低い 

建築物の耐震化を図ることなどにより、建築物の地震に対する安全性の向上を計画的に

促進することを目的としています。 

  本計画の推進を通じて、地震による被害から市民の生命、身体及び財産を守り、「安全

で安心して暮らせる社会の実現」に寄与します。 

 

２ 計画改定の経緯等 

  本計画は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年 10 月 27 日法律第 123

号）（以下、法という）」に基づく法定計画として平成 21年３月に策定しました。 

  平成 25 年 11 月に法が改正施行され、不特定多数や避難弱者が利用する大規模な建築

物に対して耐震診断を義務付けるなど、建築物の耐震改修の促進に向けた取り組みが 

強化されたことを受けて、平成 26年 10 月に本計画を改定しました。 

  今回の改定は、令和３年 12 月に法に規定された国の「建築物の耐震診断及び耐震  

改修の促進を図るための基本的な方針」（以下、基本方針という）が見直され、令和４年

３月に「神奈川県耐震改修促進計画」が改定されたことを踏まえて、本市の建築物の 

耐震化の促進について継続して取り組むために行います。 

 

３ 計画の位置づけ 

  本計画は、本市の建築物の地震に対する安全性の向上を促進する指針となるものです。

また、国の基本方針や上位計画となる「神奈川県耐震改修促進計画」、「横須賀市地域防

災計画（以下、市防災計画という）（地震災害対策計画編）」注１など関連する他の計画や

施策との整合・連携を図りながら本計画を策定し、取り組みを進めます（図１参照）。 

さらに、SDGs（Sustainable Development Goals）の 17 の目標の一つである「住み続

けられるまちづくりを」を踏まえながら、本計画を推進します。 

図１ 【横須賀市耐震改修促進計画の位置づけ】 

 
国                神奈川県          横須賀市 

 
 
           地震防災戦略                                                      横須賀市地域防災計画 
          （中央防災会議）                           地震災害対策計画編 
                                             
 
 
 
         耐震改修促進法 
    （平成 18年１月 26 日改正施行）          神奈川県 
    （令和 元年６月 25 日改正施行）             耐震改修促進計画 
                        （平成 19年３月策定）           横須賀市 

国の基本方針                    （令和 ４年３月改定）                耐震改修促進計画 
     （平成 18 年１月 25日告示）                            

（令和３年 12月 21日改正告示） 

整合 
連携 
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４ 計画期間 

  本計画の期間は、令和５（2023）年度から令和 12（2030）年度までの８年間とします。 

  なお、計画期間中の国の基本方針の見直し、「神奈川県耐震改修促進計画」の改定、 

計画の実施状況等に適切に対応するため、必要に応じて本計画を改定します。 

 

５ 市民（所有者等）と市の取り組み 

  法では、建築物の所有者が、耐震診断を行い、必要に応じて耐震改修を行うよう努め 

ることとされています。 

  旧耐震基準注２により建築された住宅・建築物の所有者や管理者は、自らの生命・財産 

 を守るという意識のもとに建築物の耐震診断及び耐震改修に取組むことが重要と 

なります。 

  本市は、その所有者等に対して、耐震診断及び耐震改修の必要性の普及・啓発を図り、 

 耐震化の情報提供を速やかに行い、所有者等が行う耐震診断及び耐震改修に対する支援 

 を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画中、注１から注７については、26 ページ「本計画で用いる用語」を参照してください。 



- 3 - 

 

第２章 横須賀市において想定される地震の規模・被害の状況 

１ 大地震の被害状況等 

  平成７年（1995 年）１月 17日未明に発生した阪神・淡路大震災では、地震により 6,434 

人の尊い命が奪われました。このうち、地震による直接的な死者数は 5,502 人であり、 

 さらにこの約９割の 4,831 人が住宅・建築物の倒壊等によるものでした（図２－１参照）。 

  建設省（現国土交通省）が、震災後直ちに被害状況や被害原因の調査を行った結果、 

 昭和 56年（1981 年）６月の建築基準法改正以降の新耐震基準注３による建築物は、倒壊 

等の被害が少なかったことに比べ、改正以前の耐震基準（旧耐震基準）による建築物の 

倒壊等の被害が大きかったことから、平成７年（1995 年）10 月に「建築物の耐震化の 

促進に関する法律」が制定され、昭和 56年（1981 年）５月末以前に建築された建築物 

の耐震性の向上が求めれることになりました。 

建築物の被害状況では、阪神・淡路大震災や、平成 28 年（2016 年）４月に最大震度７

の地震を２回連続して記録した熊本地震において、旧耐震基準の建築物被害が大きい傾

向がみられました（図２－２、図２－３参照）。 

また、熊本地震では、新耐震基準であっても、土台と柱など構造部材接合部の仕様等

が明確化された平成 12年６月以前の建築物で、現行規定導入以後の建築物よりも被害が

大きい状況も見られました。 

平成 23年（2011 年）３月 11 日に発生した東日本大震災は、死者・行方不明者が約２ 

万人に達し、建築物においては 13万戸が全壊し、26万戸が半壊しましたが、現行の基 

準（新耐震基準）により建築又は補強した建築物は、地震の揺れによる被害は限定的で、 

死傷者や経済的な損害は津波によるものでした。宮城、岩手、福島の３県は甚大な被害 

を受け、これほどまでに大きな災害が発生することは予想だにされていませんでした。 

  平成 24 年（2012 年）７月の中央防災会議防災対策推進検討会議最終報告では、「21世 

紀前半に南海トラフ沿いで大規模な地震が発生することが懸念されています。加えて、 

首都直下型地震、火山噴火等の大規模災害が発生するおそれも指摘されています。これ 

らの災害が、最大クラスの規模で発生した場合に、東日本大震災を超える甚大な人的、 

物的被害が発生することはほぼ確実です。」と示されていることから、建築物の地震に 

対する安全性の向上を図るため、住宅・建築物の耐震化の促進が喫緊の課題となってい 

ます。 

  さらには、全国的に地震が多いといわれている南関東地域においては、いつ地震が 

 発生してもおかしくない状況であると考えられています。 

  特に、三浦半島断層群の地震、大正型関東地震及び南海トラフ巨大地震等については、 

発生の切迫性が指摘され、ひとたび地震が発生した場合には、甚大な被害が予想されま 

す。 

  平成 30 年（2018 年）６月に発生した大阪府北部を震源とする地震は最大震度６弱で

あったものの、家具や塀が倒れやすい周期の短い地震動であったことなどから、ブロッ
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ク塀の倒壊による人的被害が発生しました。このような人的被害の発生を防止するため、

特に通学路等の沿道における危険性の高いブロック塀への一層の対策が重要です。 

 

図２－１ 【阪神・淡路大震災における死因別死者数の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成７年度版「警察白書」 

 

図２－２ 【阪神・淡路大震災における建築物の被害状況（新耐震基準導入前後の比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成７年阪神・淡路大震災建築震災調査委員会中間報告 

 

図２－３ 【熊本地震における建築物の被害状況（新耐震基準導入前後の比較（木造））】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 28 年熊本地震建築物被害調査報告（速報） 

 死者数 

家屋、家具類等の倒壊による圧迫死と思われるもの 
4,831 人 

（88％） 

焼死体（火傷死体）及びその疑いのあるもの 
550 人 

（10％） 

その他 
121 人 

（２％） 

合計 
5,502 人 

（100％） 
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２ 想定される地震 

  本市は、大正 12 年（1923 年）９月の関東大震災以後、幸いにして大地震による被害を 

 経験していませんが、今、東日本大震災や阪神・淡路大震災の規模の大震災が本市を襲った 

 場合は、極めて大きな被害が予想されます。 

  本市においては、市防災計画にて、本市に特に被害を及ぼす地震として、以下の３地震を 

想定しています（図３－１、３－２参照）。 

  ①三浦半島断層群の地震 

  ②大正型関東地震 

  ③南海トラフ巨大地震 

 

３ 地震被害の想定 

 （１）前提条件 

    前提条件として、概ね全項目で被害が最大となり、各関係機関が初動体制を 

取りにくく、市街に滞留している人が多い、 

    ①季節は冬 

    ②発生日時平日の 18 時 

    ③風速・風向は近年の気象観測結果に基づく地域ごとの平均 

を想定しています。 

 

 （２）被害想定 

 上記前提条件における想定地震別の被害想定は、表１のとおりです。 

    想定地震別の被害想定について、３想定地震を比較した場合、本市に最も大きな

被害を与える地震は大正型関東地震で、市内で約 2,900 人の死者が発生するほか、

約 24,000 棟の建築物が全壊し、約 5,000 棟が焼失するという甚大な被害が想定 

されます。 

この想定から、大規模地震における被害軽減に向けて建築物の耐震化の促進は、

喫緊の課題となっています。 
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図３－１ 【震源断層の位置図（三浦半島断層群の地震と大正型関東地震）】 

横須賀市地域防災計画（地震災害対策計画編）より抜粋 

 

（注）市防災計画において被害を想定している震源断層の位置を表示しています。 

 

図３－２ 【震源断層の位置図（南海トラフ巨大地震）】 
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表１ 【被害想定】 

横須賀市地域防災計画（地震災害対策計画編）より抜粋 

種別 項目 
三浦半島 

断層群の地震 

大正型 

関東地震 

南海トラフ 

巨大地震 

モーメントマグニチュード 7.0 8.2 9.0 

最大震度 ６強 ７ ５強 

最小震度 ５強 ６弱 ４ 

人的 

被害 

死者数（津波含む） 370 2,910 210 

（人） 津波 － 1,850 210 

負傷者数（津波含む） 4,960 10,640 70 

（人） 津波 － 530  60 

建物 

被害 

全壊棟数（棟） 8,330 24,220 910 

半壊棟数（棟） 22,030 32,460 2,590 

火災 

被害 

出火件数（件） 30 70 0 

焼失棟数（棟） 3,100 5,030 0 

自力脱出困難者（人） 880 3,560 0 

避難 

者数 

１日目～３日目（人） 96,360 187,370 13,930 

１ヵ月後（人） 64,930 132,170 6,790 

帰宅困

難者数 

直後（人） 14,510 14,510 14,510 

２日後（人） 14,510 14,510 0 

エレベーター停止台数（台） 380 390 ＊ 

ライフ

ライン 

電気（停電件数）（軒） 267,400 267,400 267,400 
都市ガス（供給停止）（件） 0 95,180 0 

LP ガス（供給支障）（戸） 680 880 0 

上水道（断水人口）（人） 127,350 237,900 0 

下水道（機能支障人口）（人） 21,410 33,860 2,960 

通信（不通回線数）（回線） 150,990 147,360 147,050 

災害廃棄物（万トン） 237 547 23 

（注）＊わずか（計算上 0.5～10 未満） 計算上 0.5 未満は 0としている 

 

 

 

 

 

 

 



- 8 - 

 

第３章 建築物の耐震化の現状と目標 

１ 建築物の耐震化の現状 

 （１）住宅の耐震化の現状 

    住宅は、建築物において最も多く、住宅の耐震化率注４の向上は、建築物の耐震化 

率の向上に大きく影響し重要です。 

本市域内における住宅の耐震化率の推移は、図４－１のとおりです。 

    

ア．改定前の本計画における目標 

     令和２年度における耐震化率の目標を 95％と定めていました。 

 

イ．現状 

     令和３年度末における耐震化率は、86％となっています。 

 

図４－１ 【住宅の耐震化率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．住宅の耐震化率の分析 

     令和３年度末時点における住宅の耐震化率は、総戸数が約 163,000 戸に対して、 

約140,000戸が耐震性のある住宅と推計され、耐震化率は約86％となっています。 

改定前の本計画における耐震化率（平成 20 年度時点で 79％）から７％の向上 

にとどまっています（図４－１参照）。 

     この内訳を戸建住宅と共同住宅の別で見ると、戸建住宅については、総戸数が 

約 96,000 戸に対して、昭和 56年以前に建築された戸建住宅のうち、約 9,000 戸 

が耐震性のある戸建住宅と推計され、昭和 57年以降に建築された約 68,000 戸と 

合わせて、約 77,000 戸が耐震性のある戸建住宅と推計され、耐震化率は約 81％ 

となっています。 
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     一方、共同住宅については、総戸数が約 67,000 戸に対して、昭和 56年以前に 

    建築された共同住宅のうち、約 15,000 戸が耐震性のある共同住宅と推計され、 

昭和 57年以降に建築された約 47,000 戸と合わせて、約 62,000 戸が耐震性のあ 

る共同住宅と推計され、耐震化率は約 93％となっています（図４－２、表２参照）。 

     本市においては、引き続き、戸建住宅に重点をおいて耐震化を進めていくこと 

    が課題となります。 

 

図４－２【戸建住宅と共同住宅の耐震化率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 【住宅の耐震化率の内訳】 

（単位：戸） 

区分 

総戸数 

A=B+E 

Ｓ56 年以前建築 S57 以降 

建築 E 

耐震化済 

戸数 F=C+E 

耐震化率 

令和３年度 

G=F/A 

B うち耐震 

性あり C 

うち耐震

性なし 

D=B-C 

戸建住宅 96,116 27,816 9,310 18,506 68,300 77,610 81％ 

共同住宅 67,140 19,290 14,670 4,620 47,850 62,520 93％ 

合計 163,256 47,106 23,980 23,126 116,150 140,130 86％ 

注）図４－１、図４－２、表２の数値について 

・「住宅の耐震化率」は、住宅・土地統計調査をもとに算出しています。 

・令和３年度（2021 年度）については、平成 30 年度住宅・土地統計調査をもとに、建築確認申請件数 

等の情報を反映した推計値です。 
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（２）多数の者が利用する民間建築物の耐震化の現状 

   「多数の者が利用する建築物」は、学校、病院、社会福祉施設、店舗等の多数の 

者が利用する一定規模以上（３階以上かつ 1,000 ㎡以上など）の建築物で、地震に 

対する安全性を確保しなければならない建築物のことです（資料編：資料１参照）。 

本市域内における多数の者が利用する民間建築物の耐震化率の推移は、図５の 

   とおりです。 

    

ア．改定前の本計画における目標 

     令和２年度における耐震化率の目標を 95％と定めていました。 

 

イ．現状 

  令和２年度末における耐震化率は、83％となっています。 

 

ウ．多数の者が利用する民間建築物の耐震化率の分析 

改定前の本計画における耐震化率（平成 23 年度時点で 79％）から４％の向上 

にとどまっています（図５参照）。 

令和２年度末において、総棟数は 446 棟あり、昭和 56 年以前に建築された 

建築物は、そのうち約 30％にあたる 134 棟となっています。 

耐震化の状況としては、昭和 56年以前に建築された建築物 134 棟のうち、58 

棟が耐震性のある建築物と推計され、昭和 57年以降に建築された 312 棟と合わせ 

て 370 棟となり、耐震化率は約 83％となっています（表３参照）。 

 

 

図５ 【多数の者が利用する民間建築物の耐震化率の推移】 
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表３ 【多数の者が利用する民間建築物の耐震化率の内訳】 

（単位：棟） 

用途区分 

総棟数 

A=B+E 

Ｓ56 年以前建築 S57 年

以 降 建

築 E 

耐 震 化

済棟数 

F=B+D 

耐震化率 

令 和 ２ 年

度 

G=F/A 

B うち 

耐震性 

あり C 

うち 

耐震性 

なし D=B-C 

災害時に重要

な機能を果た

す施設 

学校（小・中・高）、

病院・診療所等 72 27 10 17 45 55 76％ 

災害時に多数

の 利 用 者 に  

危険が及ぶお

そ れ が あ る 

施設 

幼稚園、保育園、 

福祉施設等 
106 28 12 16 78 90 85％ 

百貨店、劇場、映画

館、ホテル、体育

館、事務所、工場等 

268 79 36 43 189 225 84％ 

合計 446 134 58 76 312 370 83％ 

注）図５、表３の数値について 

・平成 18 年度、平成 23 年度については神奈川県による市町村調査をもとに算出しております。 

・令和２年度については、平成 23 年度以降、令和２年度までの対象建築物の異動を時点修正しています。 
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（３）横須賀市所有建築物の耐震化の現状 

    横須賀市が所有する建築物の多くは、災害時において重要な拠点施設や、避難 

   施設となる建築物です。 

    本市では、平成８年度より建築物の耐震診断及び耐震改修を進めております。 

    本市所有建築物の耐震化率の推移は、図６のとおりです。 

 

ア．改定前の本計画における目標 

     平成 27 年度における耐震化の目標を次のとおり定めていました。 

（ア）災害時に拠点となる建築物    （表４ Ⅰ）：耐震化率 100％ 

     （イ）福祉施設等に該当する建築物   （表４ Ⅱ）：耐震化率 100％ 

     （ウ）不特定多数の者が利用する建築物 （表４ Ⅲ）：耐震化率 100％ 

（エ）その他の建築物         （表４ Ⅳ）：耐震化率  90％ 

           合計                      ：耐震化率 95％ 

 

イ．現状 

  令和２年度末における耐震化率は、表４の用途区分ごとに次のとおりです。 

（ア）災害時に拠点となる建築物    （表４ Ⅰ）：耐震化率 100％ 

     （イ）福祉施設等に該当する建築物   （表４ Ⅱ）：耐震化率  83％ 

     （ウ）不特定多数の者が利用する建築物 （表４ Ⅲ）：耐震化率 100％ 

（エ）その他の建築物         （表４ Ⅳ）：耐震化率  88％ 

合計                                 ：耐震化率 95％ 

 

ウ．横須賀市所有建築物の耐震化率の分析 

横須賀市所有建築物の耐震化率は、改定前の本計画における耐震化率（平成 23 

年度時点で 95％）から上昇していません。 

表４のⅡについて、耐震性がない１棟は建て替えを予定しており、計画期間内 

に 100％を達成できる見通しです。 

 表４のⅣについて、令和４年度から耐震改修工事に着手している建築物があり、 

計画期間内には、改定前の本計画における耐震化率から上昇できる見通しです。 
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図６ 【横須賀市所有建築物の耐震化の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 【横須賀市所有建築物の耐震化率の内訳】 

（単位：棟） 

用途区分 

総棟数 

A=B+E 

Ｓ56 年以前建築 S57 年以降

建築 E 

耐震化 

済棟数 

F=C+E 

耐震化率 

令和２年度 

G=F/A 

B うち 

耐震性 

あり C 

うち耐震 

性なし 

D=B-C 

Ⅰ 

災 害 時 に 

拠点となる

建築物 

小、中学校、

庁舎、病院 205 128 128 0 77 205 100％ 

Ⅱ 

福祉施設等

に該当する

建築物 

福祉援護セ

ンター、保育

園 

6 4 3 1 2 5 83％ 

Ⅲ 

不特定多数

の者が利用

する建築物 

体育館、文化

会館、図書

館、博物館、

劇場 

14 2 2 0 12 14 100％ 

Ⅳ 

その他 市営住宅、上

下水道局の

上屋 

138 68 52 16 70 122 88％ 

合計 363 202 185 17 161 346 95％ 

注）図６、表４の数値について 

・平成 18 年度、平成 23 年度については神奈川県による市町村調査をもとに算出しております。 

・令和２年度については、平成 23 年度以降、令和２年度までの対象建築物の異動を時点修正しています 

が、一部、令和３年度末までの異動を反映しています。 
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２ 建築物の耐震化の目標 

 （１）目標設定の考え方 

    これまで国の基本方針では、耐震化の目標を「住宅」と「多数の者が利用する 

建築物」で定められており、本市においても同様の目標設定を行ってきました。 

令和３年（2021 年）12 月に見直された国の基本方針では、目標を「住宅」と 

「耐震診断義務付け対象建築物」注５で定める考え方が示され、令和４年（2022 年） 

３月に改定された「神奈川県耐震改修促進計画」における目標を踏まえつつ、本市 

におけるこれまでの目標設定の継続性や取組みの進捗状況等を勘案し、次のとおり 

目標を定めます。 

 

（２）住宅の耐震化の目標 

    令和 12 年度（2030 年度）までに、耐震性が不十分な住宅をおおむね解消をする 

ことを目指します。 

 

（３）耐震診断義務付け対象建築物の耐震化の目標 

   ア．要緊急安全確認大規模建築物 

令和７年度（2025 年度）までに、耐震性が不十分な要緊急安全確認大規模建築物 

をおおむね解消することを目指します。 

     令和３年度末時点における本市の要緊急安全確認大規模建築物の施設数と耐震化 

率は、表５のとおりです。 

 

表５ 【耐震診断義務付け対象建築物の耐震化率】 

                                  （単位：施設数） 

耐震診断義務付け対象建築物 
対象施設 耐震性有 耐震性無 耐震化率 

要緊急安全確認大規模建築物注６ 

 民間建築物 ９件 ４件 ５件 44％ 

公共建築物 14 件 14 件  ０件 100％ 

合計 23 件 18 件 ５件 78％ 

 

   イ．神奈川県耐震改修促進計画における耐震診断義務付け路線の沿道建築物 

神奈川県耐震改修促進計画では平成 27 年３月の改定において、耐震改修促進法 

第５条第３項第２号に基づき、耐震診断義務付け路線を指定しています。本市に  

おいても該当建築物がありますが、件数が限られているため、目標の設定は行わず、  

所有者等へ耐震改修等の実施について、個別の状況に応じた啓発や指導・助言を  

行います。 
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第４章 建築物の耐震化を促進するための施策 

 １ 建築物の耐震化の促進に係る基本的な方針 

   建築物の耐震化を促進するためには、取り組み主体となる所有者等に建築物の耐震 

  化の重要性について認識を高めていただく必要があります。 

本市は、法への対応を図るとともに、所有者に対して、建築物の耐震化の重要性に 

対する認識を高め、耐震化への取り組みをできる限り支援する観点から、所有者等が 

耐震診断及び耐震改修を行いやすい環境の整備、施策を講じることで、建築物の耐震 

化の促進に努めていきます。 

 

 ２ 建築物の耐震化の促進をとりまく環境とその整備 

 

ア．相談体制の整備 

     建築物の耐震化を促進するためには、所有者に対して、建築物の耐震化の重要 

    性を理解していただくために意識啓発を行うとともに、所有者が安心して建築物 

    の耐震化に向けて行動できるよう、相談窓口を設ける必要があります。 

     本市では、耐震診断及び耐震改修等に関する相談窓口を建築指導課に設置して 

    います。また、相談内容に応じた適切な対応や助言等が行えるよう、次の相談 

窓口と連携を図っています。 

    (ア)一般社団法人神奈川県建築士事務所協会横須賀支部 

      耐震に関する技術的相談 

     (イ)横須賀市消費生活センター 

       契約等、消費者としてのトラブルに関する相談 

(ウ)横須賀市住宅相談運営委員会による住宅相談 

耐震改修を含む工事に関する相談 

 

イ．耐震改修技術者の育成 

     本市では、軸組木造住宅の耐震改修工事に対応する組織として、「横須賀市木造

耐震改修工事委員会」を設置しています。  

     耐震改修補強工事助成制度にて工事を行う施工業者には、当委員会への登録を 

    原則義務付けています。 

     「横須賀市木造耐震改修工事委員会」では、耐震診断及び耐震改修に関する 

    講習会を開催し、工事技術者の知識の向上を図っています。 
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ウ．増改築工事等に合わせた耐震改修の誘導 

     耐震改修工事には費用がかかりますが、増改築工事等の機会と合わせて行う 

ことで、工事を効率的に実施できることに加え、工事費も別々に行うより抑える 

ことができます。 

     増改築工事等の予定がある場合は、耐震改修工事と合わせて行うよう、情報 

提供や関係団体と連携し、建築物の耐震化の必要性を説明して建築物の耐震化を 

促します。 

 

エ．多数の者が利用する建築物の耐震化 

多数の者が利用する建築物については、所有者が耐震化の重要性を理解し耐震

診断及び耐震改修を進められるように、神奈川県と連携して適切な情報提供等を 

行っていきます。 

 

オ．町内会館等の建築物の耐震化 

     法に規定する多数の者が利用する建築物に該当しない民間建築物であっても、 

多数の者が利用し、災害時に避難所として活用されることが想定される建築物 

（町内会館等）については、所有者や町内会・自治会等に対して、耐震化の重要 

性を説明、助言を行っていきます。 

 

カ．沿道建築物の耐震化 

     市防災計画では、緊急輸送路として、神奈川県が指定した第１次緊急輸送道路、

第２次緊急輸送道路、本市が指定した緊急輸送道路が指定されています（資料編：

資料３参照）。 

     大規模地震災害時に緊急輸送路沿道の建築物が倒壊するなどして、通行を妨げ 

    ることがないように、これらの建築物の耐震化を促進することが大切です。そこ 

    で、本市では、市防災計画の「緊急輸送路」の全線を法第６条第３項第２号（市 

町村耐震改修促進計画において沿道の建築物の耐震化を促進すべき道路を指定 

することができる）に基づく道路に位置付けます。これにより、位置付けられた 

道路の一定高さ以上の沿道建築物（耐震関係の基準に適合していないものに限る）

の所有者は、耐震診断を行い、必要に応じて耐震改修を行うよう努めることが求

められます。 

     なお、法第６条第３項第１号（市町村耐震改修促進計画において沿道の建築物

の耐震診断を義務付ける道路を指定することができる）に基づく耐震診断を義務

付ける道路は、現在本市においては指定していません。 

 

 

 



- 17 - 

 

 

 

建築物 

図７ 【耐震改修促進法施行令第 4条に規定する通行障害建築物】 

 

  ①前面道路幅員（L）が１２ｍを超える場合              ②前面道路幅員が１２ｍ以下の場合 

      道路中心から斜め４５°に引く斜線に                敷地と道路の境界から道路の反対へ６ｍ進んだ 

   当たる建築物                               位置から斜め４５°に引く斜線に当たる建築物 

 

 

 

                道路中心 

                        高さ（L/２）                                高さ６ｍ 
 
                       45°                                   45° 

 

                                                            道路４ｍ 

              前面道路（L）          建築敷地                     ６ｍ         建築敷地 

 
キ．建築基準法に基づく定期報告制度の活用 

     建築基準法第 12 条の規定に基づく定期報告制度では、建築基準法で規定され 

    た特殊建築物の所有者は、一級建築士若しくは二級建築士、又は国土交通大臣が 

    定める有資格者により建築物の状況調査を行い、その結果を本市に報告するよう 

    に義務付けられており、耐震診断及び耐震改修の状況調査も含まれています。 

     本市では、定期報告制度を活用し、法で定められた建築物の耐震診断及び耐震 

改修の状況把握を行い、所有者等の耐震化に対する意識啓発を行います。 

更に、国や神奈川県からの耐震補強に関する情報を積極的に提供し、耐震化を 

    促します。 

 

ク．谷戸地域注７への働きかけ 

     本市の地域性の特色として、周辺を山に囲まれた谷あいに市街地を形成してい 

る、谷戸地域があります。 

     当該地域は、狭い道路が多く、災害発生時には、円滑な避難や応急活動が重要 

    となります。 

谷戸地域にお住まいの市民の方々に対して、建築物の耐震化に対する意識啓発 

を行います。その際には、町内会・自治会と連携を図ります。 

     また、谷戸地域への入口部分に関しては、耐震性のない建築物の所有者等に 

対して、建築物の耐震化に対する意識啓発を重点的に行います。更に、国や神奈 

川県からの耐震補強に関する情報を積極的に提供し、耐震化を促します。 

 

 

 
 

建築物 
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 ３ 建築物の耐震化を促進するための支援策 

   国や神奈川県の補助制度を活用しながら、建築物の所有者等が耐震診断及び耐震 

改修補強を積極的に実施できるように支援していきます。 

   既に実施している支援策の実効性の確保に努めながら、更なる建築物の耐震化の 

促進を進めていきます。 

 

（１）助成事業 

    国庫補助金や県補助金を活用して、建築物の所有者が耐震診断及び耐震改修工事 

を積極的に実施できるように支援します。 

    助成事業については、建築物の耐震化の促進の観点から、さらなる拡充について 

検討していきます。 

  

ア．軸組住宅の耐震化を促進するための支援策 

    （ア）助成対象 

・昭和 56年５月末日以前に建築確認を得て着工したもの 

・軸組木造戸建住宅（兼用住宅及び長屋を含む）で階数が３階以下のもの 

・建築物の所有者が居住しているまたは居住するもの 

    （イ）助成メニュー（次の費用の一部を助成します） 

      ・耐震診断・改修計画書作成 

      ・耐震補強工事図面作成 

      ・耐震補強工事監理 

      ・耐震補強工事 

令和２年度から、神奈川県が指定する第１次緊急輸送道路沿いの木造住宅に対し

ては、耐震診断の前に事前調査を行い、該当するときは補助額を増額しています。 

    本市の軸組木造住宅の耐震化を促進するための助成事業の実績については、「資料 

   編：資料４ 住宅の耐震補強工事助成事業の実績」参照 

 

イ．マンションの耐震化を促進するための支援策 

    （ア）助成対象 

      ・昭和 56年５月末日以前に建築確認を得て着工したもの 

・構造が鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造または鉄骨造のもの 

・住戸数の過半を区分所有者の居住の用に供するもの 

・住宅部分の床面積の合計が住宅部分及び非住宅部分の床面積の合計の過半 

であるもの 

・予備診断または耐震診断を実施することが管理組合の総会で議決されて 

 いるもの 
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    （イ）助成メニュー（次の費用の一部を助成します） 

      ・マンション耐震予備診断 

      ・マンション耐震診断 

本市のマンションの耐震化を促進するための助成事業の実績については、「資料 

編：資料５ マンション耐震診断助成事業の実績」参照 

 

ウ．町内会館の耐震化を促進するための支援策 

     昭和 56 年５月末日以前に建築確認を得て着工し、町内会が実質的に所有し、 

町内会の総会等において決議されているものについて、耐震診断の費用の一部を 

助成します。 

 

   エ．住宅における重要居室耐震化を促進するための支援策 

     法では、建築物全体の耐震化を促進することを目的としています。しかしなが 

ら、所有者にとって耐震補強工事は費用負担が大きくなります。 

     費用負担を抑制しながら、震災時における建築物の倒壊等から人命を守る方法 

    として、耐震シェルターや防災ベッドを設置する方法があります。 

本市では、耐震シェルターや防災ベッドを設置する費用の一部を助成します。 

 

（２）税の特例措置 

 

ア．所得税の特別控除 

     旧耐震基準により建築された住宅を現行の耐震基準に適合させる耐震改修 

    工事を行った場合について、耐震改修工事相当額を、その年分の所得税額から 

    控除される制度があります。 

この措置を受けるには、税務署に対して、確定申告を行う必要があります。 

     適用期間は、令和５年 12 月 31 日までとなっています。 

     税制改正により期間が延長されたり、控除額や控除率が変更となる可能性が 

    あります。 

     主な要件 

     ・自己の居住の用に供する家屋であること。 

・昭和 56年５月 31日以前に建築された家屋であること。 

     ・耐震改修をした家屋が、現行の耐震基準に適合するものであること。 
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   イ．固定資産税の減額措置 

     昭和 57 年１月１日以前に建築された住宅の耐震改修を行った場合、翌年度分 

    の固定資産税が一戸当り 120 ㎡相当分まで２分の１に減額されます。 

     この措置を受けるには、工事完了日から３ヶ月以内に、横須賀市資産税課に 

    申告する必要があります。 

     令和６年３月 31 日までに耐震改修工事を行う必要があります。 

     耐震改修工事が行われ、認定長期優良住宅に該当することになった住宅につい 

    ては、減額される割合が３分の２に拡充されます。 

     税制改正により工事対象期間が延長されたり、減額割合が変更となる可能性が 

    あります。 

     主な要件 

     ・耐震改修工事費が 50万円を超えること。 

     ・昭和 57年１月１日以前から所在する家屋であること。 

     ・店舗等併用住宅の場合は、床面積の２分の１以上が居住用であること。 

     ・現行の耐震基準に適合する耐震改修工事を行っていること。 

 

 

４ 各種認定制度等による耐震化の促進 

法では、建築物の耐震改修に対しての促進策が設けられています。 

   本市では、法の各種認定制度を活用して建築物の耐震化を促進していきます。 

 

ア．耐震改修工事に係る容積率、建ぺい率等の緩和（法第 17 条） 

     耐震改修を行う際、建築物の耐震改修の計画を作成し、所管行政庁の認定を 

受けることにより、耐火規定の緩和や容積率、建ぺい率の特例措置の適用を受け 

ることができます。 

 

イ．建築物の地震に対する安全性の表示制度（法第 22 条） 

     所管行政庁から地震に対する安全性に係る基準に適合している旨の認定を 

    受けた建築物は、広告等に、認定を受けたことを表示できます。 

 

ウ．区分所有建築物の議決要件の緩和（法第 25条） 

     所管行政庁から耐震改修を行う必要がある旨の認定を受けた区分所有建築物 

は、区分所有法（建物の区分所有等に関する法律第 17 条）に規定する共用部分の 

    変更決議が、４分の３以上から２分の１超（過半数）に緩和されます。 
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５ その他の地震時における安全対策の推進 

   建築物の耐震化と併せて、外装材等の落下防止対策、エレベーターなどの安全対策 

を進め、地震時における安全性の向上を図ります。 

 

（１）大規模盛土造成地の耐震対策 

 平成７年（1995 年）に発生した阪神・淡路大震災や平成 16年（2004 年）10月に 

発生した新潟県中越地震において、大規模に盛土された宅地で滑動崩落等による 

甚大な被害が発生しました。 

今後、このような大地震が発生した場合、大きな被害が生じるおそれがある大規

模盛土造成地において、本市では大規模盛土造成地の活動崩落対策推進ガイドライ

ンに基づき、令和元年度に大規模盛土造成地マップの公表をし、市民等に安全対策

への意識が向上するよう啓発を行いました。 

続いて令和２年度からは抽出された大規模盛土造成地について、「安全性の把握

（第二次スクリーニング）」を行うため、造成年代調査等の基礎資料整理や現地踏査

により、「優先度の評価（第二次スクリーニング計画の作成）」を実施しており、 

   今後は災害の発生するおそれがある盛土造成地の所有者等に対し、適正な維持管理 

   の啓発及び指導を図ります。 

 

（２）落下防止対策 

大規模な地震が発生した際には、建築物の倒壊だけでなく、窓ガラスや外壁、  

袖看板など、建築物の外壁材の損壊・落下による被害も懸念されます。 

こうした被害は、昭和 53 年（1978 年）に発生した宮城県沖地震で注目され、 

平成 23年（2011 年）に発生した東日本大震災では、広い範囲で数多くの被害が確認

されました。 

このため、地震発生時に建築物からの落下物を防ぎ、安全性を確保するため、 

建築物の所有者等に対して適正な維持管理の啓発及び指導を図ります。 

 

 （３）天井脱落対策 

    平成 23 年（2011 年）に発生した東日本大震災では、比較的新しい建築物も含め、 

   体育館、劇場等の大規模空間を有する建築物の天井が脱落して、甚大な被害が多数 

   発生したことをふまえ、天井の脱落対策に係る新たな基準が定められました。 

そこで、既存建築物について定期報告制度による状況把握を行い、建築物の所有 

者等に基準を周知するとともに、脱落防止措置を講じて安全性の確保を図るよう 

指導します。 
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（４）住宅内での安全対策 

   近年の大地震では、地震による建物被害がない場合でも、家具の転倒等による怪

我や、散乱による避難の遅れ、また、電気ストーブの転倒や電源コードの損傷等に

よる火災が発生し、被害が拡大する一因となっています。 

   地震対策としては、建築物の耐震化はもちろん、生活空間である住宅内の安全対 

  策も重要です。 

 本市では、これらの防止対策についても、その重要性や方法の周知・啓発を行い 

ます。 

 

（５）エレベーター等の安全対策 

    平成 17 年（2005 年）７月に発生した千葉県北西部の地震では、首都圏の多くの 

ビル内にあるエレベーターの緊急停止がおこり、エレベーター内部に人が閉じ込め 

られる事故が発生し、地震時管制運転装置の設置が義務付けられました。また、 

平成 23 年（2011 年）に発生した東日本大震災では、エスカレーターの脱落等が 

複数確認されたことから、新たな基準が定められました。 

このため、エレベーターやエスカレーターが設置された建築物の所有者等に建築 

基準法の定期検査などの機会を捉えて、地震時のリスクなどを周知し、安全性の 

確保を図るよう指導します。 

 

（６）ブロック塀等の安全対策 

    平成 30 年（2018 年）６月に発生した大阪府北部を震源とする地震では、ブロッ 

ク塀の倒壊による人的被害が発生しました。 

    本市では、ブロック塀等の耐震化に関する情報等の普及啓発を引き続き行うとと 

もに、特に、通学路等の沿道において、危険なブロック塀等の把握、改善を行うよ 

う所有者等に対して働きかけていきます。 
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６ 建築物の耐震化に係る普及・啓発 

  市民の皆様に建築物の耐震化の重要性について理解を深めていただくために、以下の 

とおり、様々な方法で普及啓発に取り組んでいきます。 

（１）デジタルコンテンツの活用 

    従前のホームページに加えて、市公式 LINE など、社会に普及、定着しつつある 

   SNS を活用し、市民の皆様に「お届けする」普及啓発に取り組みます。 

 

（２）パンフレットの配布等の活用 

    地震の危険性や耐震診断、耐震改修に関する内容を記載したパンフレットの配布、 

   「広報よこすか」に加えて、地域情報誌への掲載により、市民の皆様へ建築物の 

耐震化の重要性について意識啓発を進めていきます。 

 

（３）イベントの活用 

    イベント開催時において、建築物の耐震化の重要性や地震被害等を紹介するコー 

   ナーを設置し、市民に皆様が建築物の耐震性の確保の重要性について意識や理解を 

   深めることができる機会を設けるように取り組みます。 

    イベントの種類については、従来から活用している防災や建築関連に加えて、 

   旧耐震基準で建築された建築物の所有者が高齢化している傾向を踏まえて、高齢者 

   が多く集まる福祉関連のイベントも活用していきます。 

 

（４）まちづくり出前トークの開催 

    町内会等からの要望で「出前トーク」を開催し、建築物の耐震化の重要性や、 

本市の耐震化の推進の取り組みについて説明します。 

 

（５）建築技術者等の養成 

    「横須賀市木造耐震改修工事委員会」に在籍する建築技術者向けに技術講習会を 

   開催し、軸組木造住宅の耐震性向上の重要性や、地域防災への意識の向上、耐震補 

   強工事に係る計画から工事施工等において、適切な耐震性の確保に十分留意するた 

めの知識や理解を深めていただくように、養成に努めます。 

 

（６）震度マップの作成・公表 

    地震に対する備えとして、想定した地震が発生した場合の想定震度を予測した 

   「震度マップ」を作成し、市ホームページに掲載するとともに、市役所本庁舎 

（危機管理課、市政情報コーナー）、行政センター、役所屋にて配布しています。 

   【震度マップを作成した想定地震】 

    ・三浦半島断層群を震源とする地震 

    ・大正型関東地震 
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第５章 計画の推進に向けて 

１ 推進体制 

（１）県と市町村との連携 

       県と 33 市町村では、県内の建築物の耐震化を計画的に促進することを目的と 

して、「神奈川県建築物耐震化促進協議会」などを設置し建築物の耐震化に向けて 

連携して取り組んでおり、この結果、県内すべての市町村で「耐震改修促進計画」が

策定されています。 

また、県内の特定行政庁（県及び 12市）が建築基準法の取扱い等について、連絡 

調整を行う場である「神奈川県建築行政連絡協議会」の中に、「安全対策部会」を 

設置し、法に基づく指導や助言等について連絡調整を行いながら、建築物の地震 

対策を図るべく取り組んでいます。 

 

（２）関係部局との連携 

    本市では、関係部局や施設管理者とも連携して、耐震化を継続して計画的に推進 

   しています。 

    大規模な地震の発生確率が高まりつつあること、最近の比較的規模の大きい地震 

   の発生頻度が高まりつつある状況に鑑み、防災部局との連携を緊密にしていきます。 

また、時間の経過とともに、旧耐震基準の住宅の所有者の高齢化が進んでいる 

   実状を踏まえ民生局との連携を強化していきます。 

 

２ 法に基づく指導や助言等 

（１）耐震改修促進法による指導や助言の実施 

    法では、耐震関係の基準に適合していない全ての住宅・建築物について、耐震化 

の努力義務を課しています。 

    本市では、建築物の耐震診断及び耐震改修の適切な実施を確保するために必要が 

あるときは、当該建築物の所有者に必要な指導や助言等を行います。 

 

（２）耐震診断義務付け対象建築物への対応 

    法で耐震診断が義務付けられた要緊急安全確認大規模建築物等（資料２）につい 

ては、国土交通省令に基づき、平成 29年（2017 年）３月に診断結果の報告を受け、 

ホームページで公表するとともに、当該建築物の所有者に必要な指導や助言等を 

行います。 
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３ 施策のフォローアップについて 

   住宅の耐震化率の実績値は、国が５年ごとに公表する住宅・土地統計調査に基づき 

  算出を行います。 

本計画に位置付けられた主な施策の実施状況や耐震診断義務付け対象建築物の 

  耐震化の状況を一定期間ごとに検証することによって、本計画の進捗を明らかにして 

いきます。 

その結果は、ホームページで公表するとともに、必要に応じて本計画の見直しに 

活用していきます。 
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本計画で用いる用語 

 注１「横須賀市地域防災計画」 

   災害対策基本法（昭和 36年法律第 223 号）第 42条の規定に基づいて、横須賀市 

防災会議が作成する計画。市域の災害予防、応急対策及びその事前対策、災害復旧・

復興に関する事項を定め防災活動を総合的かつ計画的に実施することにより災害に

よる被害の軽減を図り、市民の生命、身体及び財産を保護するとともに、社会秩序

の維持及び公共の福祉に資することを目的として策定している。 

 

注２「旧耐震基準」 

    昭和 56 年５月 31 日以前の建築基準法の耐震基準 

 

 注３「新耐震基準」 

    昭和 56 年６月１日に改正施行された建築基準法の耐震基準 

 

注４「耐震化率」 

    対象建築物のうち、新耐震基準相当の耐震性能を有するものの割合（旧耐震基準で 

建築された建築物のうち、耐震改修により必要な耐震性能が確保されたものを 

含む） 

 

 注５「耐震診断義務付け対象建築物」（資料編：資料２） 

民間及び公共の多数の者が利用する建築物のうち、一定の規模を満たす大規模 

建築物（階数３以上かつ 5,000 ㎡以上の学校、病院、ホテル、店舗等）及び、県又

は市町村が計画で耐震診断を義務付ける路線沿いの一定の高さ以上の建築物 

 

注６「要緊急安全確認大規模建築物」（資料編：資料１） 

    不特定多数・避難確保上特に配慮が必要な者が必要な者が利用する大規模建築物 

等、法で耐震診断が義務付けられた旧耐震基準の建築物 

 

注７「谷戸地域」 

本市では、消防局が防災上の観点から、市内 47地域を谷戸地域として指定して 

いる。消防局の谷戸地域の指定条件は、警防対策を充実強化し、事前体制の確立を

図ることを目的にしており、三方又は二方が山地に囲まれ通称谷戸といわれる 

地域で、一般住宅が 30棟以上の地域、その他警防対策上の障害について複数の 

条件に該当するものとしている。 
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資料１ 耐震改修促進法における建築物一覧 

【多数の者が利用する建築物、要緊急安全確認大規模建築物】 

用途 
多数の者が利用する建築物 

法第 14 条第１号 

要緊急安全確認大規模建築物 

法第７条、附則第３条 

学

校 

小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学

校の前期課程若しくは特別支援学校 

階数２以上かつ 1,000 ㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

階数２以上かつ 3,000 ㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む 

上記以外の学校 階数３以上かつ 1,000 ㎡以上  

体育館 階数１以上かつ 1,000 ㎡以上 階数１以上かつ 5,000 ㎡以上 

（一般公共の用に供されるもの） 

ボーリング場、スケート場、水泳場そ

の他これらに類する運動施設 

階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場  

百貨店、マーケットその他の物品販売

業を営む店舗 

階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る）、寄宿舎、

下宿 

 

事務所 

老人ホーム、老人短期入所施設、福祉

ホームその他これらに類するもの 

階数２以上かつ 1,000 ㎡以上 階数２以上かつ 5,000 ㎡以上 

老人福祉センター、児童厚生施設、身

体障害者福祉センターその他これらに

類するもの 

幼稚園、幼保連携型認定こども園、保

育所 

階数２以上かつ 500㎡以上 階数２以上かつ 1,500 ㎡以上 

博物館、美術館、図書館 階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー料理店、ナイトク

ラブ、ダンスホールその他これらに類

するもの 

理髪店、質屋、貸衣裳屋、銀行その他

これらに類するサービスを営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理場の用

途に供する建築物を除く。） 

 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機

の発着場を構成する建築物で旅客の乗

降又は待合の用に供するもの 

階数３以上かつ 5,000 ㎡以上 

自動車車庫その他自動車又は自転車の

停留又は駐車のための施設 

保健所、税務署その他これらに類する

公益上必要な建築物 

危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供

する建築物 

 階数１以上かつ 5,000 ㎡以上で敷地境界線

から一定距離以内に存する建築物 

防災拠点建築物  法第５条第３項第１号の規定により神奈川

県耐震改修促進計画に記載された旧耐震基

準の建築物（要緊急安全確認大規模建築物

のうち市町村と避難生活者の受入れに関す

る協定を締結したホテル・旅館） 
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資料２ 耐震診断を義務化する建築物 

【耐震診断が義務化される建築物】 

 平成 25年（2013 年）11 月に耐震改修促進法が改正施行され、以下の建築物で新耐震基準に

適合しない建築物は、定められた期限までに耐震診断を実施し、その結果を所管行政庁へ報告

すること、所管行政庁はその報告内容を公表することが義務付けられました。 

義務付け要件が耐震改修促進法で指定される建築物（要緊急安全確認大規模建築物） 

報告期限：平成 27年 12 月末日 

ア 
不特定多数の者が利用する建築物で、大規模なものと

して政令で定めるもの（資料１） 

耐震改修促進法附則第３条

第１号（注１） 

イ 

地震の際避難確保上特に配慮を要するものが主とし

て利用する建築物で、大規模なものとして政令で定め

るもの（資料１） 

耐震改修促進法附則第３条

第２号（注１） 

ウ 
一定量以上の危険物を取り扱う建築物で、大規模なも

のとして政令で定めるもの（資料１） 

耐震改修促進法附則第３条

第３号（注１） 
 

義務付け要件が所管行政庁で指定される建築物（要安全確認計画記載建築物） 

報告期限：所管行政庁が定める期限 

ア 
災害時の利用確保が公益上必要な施設（都道府県指

定）（注２） 

耐震改修促進法第７条第１

号 

イ 

地震発生時に通行を確保すべき道路（法第５条第３項

第２号）沿道の建築物で耐震改修促進法施行令で定め

るもの（都道府県指定）（注３） 

耐震改修促進法第７条第２

号 

ウ 

地震発生時に通行を確保すべき道路（法第６条第３項

第１号）沿道の建築物で耐震改修促進法施行令で定め

るもの（市町村指定）（注４） 

耐震改修促進法第７条第３

号 

注１）耐震改修促進法附則第３条に掲げる既存不適格建築物 
   第３条第１項：病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が

利用する既存不適格建築物 
第３条第２項：小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が 

主として利用する既存不適格建築物 
   第３条第３項：耐震改修促進法第 14 条第２号に掲げる建築物（火薬類、石油類その他政 

令で定める危険物であって、政令で定める数量以上のものの貯蔵場又は 
処理場の用途に供する建築物）である既存不適格建築物 

 注２）神奈川県耐震改修促進計画に記載された建築物が対象となりますが、横須賀市の建築物は
記載されていないため、対象建築物はありません。 

 注３）神奈川県耐震改修促進計画に記載された道路に接する通行障害既存耐震不適格建築物が 
対象となり、報告期限は平成 30 年３月 31 日と定められました。 

 注４）現在、本市では法第６条第３項第１号に規定された道路を指定していません。 
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資料３ 「緊急輸送路」の路線一覧・路線図 

横須賀市地域防災計画＜資料編＞から抜粋 

（１）第１次緊急輸送道路（県指定路線） 

No. 路線名 区間 

1 国道 16号 横浜市境（追浜本町１丁目）～走水交差点（走水２丁目） 

2 
国道 16号 

（横浜横須賀道路） 
逗子市境（田浦大作町）～馬堀海岸IC（馬堀海岸４丁目） 

3 国道 134 号 
国道 16号三春町２丁目交差点～三浦市境（津久井１丁

目）、三浦市境（長井１丁目）～葉山町境（秋谷） 

4 
県道 24号 

（主要地方道横須賀逗子線） 

国道 16号船越町交差点（船越町１・５丁目）～逗子市境

（船越町３丁目） 

5 
県道 25号 

（主要地方道横須賀停車場線） 

JR 横須賀駅（東逸見町１丁目）～国道 16号交点（汐入

町１丁目） 

6 
県道 26号 

（主要地方道横須賀三崎線） 

国道 16号本町１丁目交差点～国道 134 号林交差点（林２

丁目・太田和２丁目）～三浦市境（長井１丁目） 

7 
県道 28号 

（本町山中線） 

本町 IC（汐入町１丁目）～横浜横須賀道路横須賀 IC（山

中町） 

8 
県道 211 号 

（久里浜港久里浜停車場線） 

国道 134 号夫婦橋交差点（久里浜４・５丁目）～久里浜

港（久里浜８丁目） 

9 
県道 212 号 

（久里浜港線） 

久里浜港（久里浜８丁目）～国道 134 号野比交差点（野

比２丁目） 

10 市道よこすか海岸通り 国道16号小川町交差点～国道16号三春町３丁目交差点 

11 市道 4263 号 
久里浜臨港道路３号線～県道 212 号交点（久里浜８・９

丁目） 

12 久里浜臨港道路 3号線 市道 4263 号線交点～久里浜港岸壁 

13 平成臨港道路 市道よこすか海岸通り平成埠頭前交差点～新港岸壁 

14 県道 27号（久里浜田浦線） 
県道 27 号佐原交差点～横浜横須賀道路衣笠 IC～県道 27

号横須賀インター入口交差点（池上５・６・７丁目） 

15 久里浜田浦線Ｂ 
県道 27 号横須賀インター入口交差点（池上５・６・７  

丁目）～横浜横須賀道路横須賀 IC（山中町） 

16 安浦うみかぜ公園通り 国道 16号安浦２丁目交差点～うみかぜ公園前交差点 
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（２）第２次緊急輸送道路（県指定路線） 

No. 路線名 区間 

17 
県道 26号 

（三浦縦貫道路） 

県道 27号（久里浜田浦線）三浦縦貫道衣笠入口交差

点（衣笠町）～横浜横須賀道路衣笠 IC～国道 134 号

三浦縦貫道林入口交差点（林５丁目） 

18 
県道 27号 

（主要地方道横須賀葉山線） 

野比２丁目（国道 134 号線）～県道 27号佐原交差

点、県道 27 号横須賀インター入口交差点（池上５・

６・７丁目）～葉山町境（池上６丁目） 

19 
県道 208 号 

（浦賀港線） 

国道 134 号大津交差点（大津町１丁目）～浦賀港交番

前交差点（西浦賀１丁目） 

20 
県道 210 号 

（浦賀港久里浜停車場線） 

浦賀港交番前交差点（西浦賀１丁目）～国道 134 号夫

婦橋交差点（久里浜４・５丁目） 

21 市道 859 号 
国道 16号三春町４丁目交差点～国道 134 号大津交差

点（大津町１丁目） 

22 根岸東逸見線Ｂ 
池上十字路交差点～（公郷町）～国道 134 号湘南橋交

差点（池田町５丁目） 

23 市道横須賀葉山線 
池上十字路交差点～県道 27号横須賀インター入口交

差点（池上５・６・７丁目） 

24 市道安浦下浦線 
国道 134 号湘南橋交差点（池田町５丁目）～県道 27

号佐原交差点 

25 森崎佐原通り 
南消防署前交点（森崎１丁目）～市道安浦下浦線交点

（佐原１・２丁目） 
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（３）市指定緊急輸送道路（啓開路線） 

No. 路線名 区間（経由） 

1 船越夏島線Ｂ 
夏島貝塚通り交点（夏島町追浜公園付近）～（追浜橋）～横浜市境

（追浜本町２丁目） 

2 
追浜夏島線 

（夏島貝塚通り） 

国道 16号追浜駅前交差点（追浜町３丁目）～（追浜公園）～住友重

機械工業前（夏島町） 

3 湘南鷹取団地線 
国道 16号雷神社前交差点（追浜本町１丁目）～（湘南鷹取）～国道

16号湘南鷹取入口交差点（追浜町１丁目） 

4 船越夏島線Ａ 
国道 16号船越町１丁目交差点～（浦郷町）～夏島貝塚通り交点 

（夏島町） 

5 長浦臨港線 
国道 16号田浦町５丁目交差点～（田浦港町）～国道 16号安針塚駅入

口交差点（長浦町２丁目） 

6 
市道 7564 号 

（逸見浄水場通り） 

国道 16号汀橋交差点（西逸見町 1丁目）～上下水道局逸見浄水場

（西逸見町２丁目） 

7 根岸東逸見線Ａ 
国道 16号逸見駅入口交差点（東逸見町１丁目）～（沢山小学校）～

池上十字路交差点 

8 市道横須賀葉山線 

国道 16号本町３丁目交差点～坂本交番前交差点（坂本町１丁目）～

（新池上トンネル）～池上十字路交差点～県道 27号横須賀インター

入口交差点（池上５・６・７丁目） 

9 
小川三春線 

（よこすか海岸通り） 
国道16号小川町交差点～（平成町）～国道16号三春町3丁目交差点 

10 若松隧道線 
汐入町２丁目汐入公園～（若松トンネル）～県道 26号交点（若松町

２丁目） 

11 米が浜通り 
国道 16号米が浜交差点～横須賀共済病院（米が浜通１丁目）～米が

浜通り入口（若松町３丁目） 

12 
上町坂本線 

（うわまち病院通り） 

県道 26号うわまち病院入口交差点～市立うわまち病院（上町２丁

目） 

13 
市内環状線 

（聖徳寺坂線） 

国道 16号安浦２丁目交差点～（聖徳寺坂）～県道 26号上町３丁目交

差点（上町３丁目） 

14 
安浦うみかぜ公園 

通り 
国道 16号安浦２丁目交差点～うみかぜ公園前交差点 

15 久里浜田浦線Ｂ 
県道 27号横須賀インター入口交差点（池上５・６・７丁目）～横浜

横須賀道路横須賀 IC（山中町） 

16 根岸東逸見線Ｂ 
池上十字路交差点～（公郷町）～国道 134 号湘南橋交点（池田町５丁

目） 

17 鶴久保坂本線 
県道 26号鶴久保小学校前交差点（不入斗町１丁目）～（不入斗公

園）～坂本交番前交差点（坂本町１丁目） 

18 鶴久保衣笠線 
県道 26号交点（不入斗町１丁目鶴久保小学校前）～（大明寺トンネ

ル）～県道 27号三浦高校前交差点（衣笠栄町３丁目） 

19 金谷駿河坂線 金谷交差点（金谷３丁目）～万葉公園（平作３丁目） 

20 山崎公郷線 
国道 16号青い鳥幼稚園前交差点（三春町２丁目）～（公郷トンネル） 

～根岸町４丁目五郎橋付近交点 
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No. 路線名 区間（経由） 

21 根岸衣笠線 
国道 134 号根岸５丁目交差点～（公郷小学校前）～県道 26号交点

（公郷町２・３丁目） 

22 
市道 1377 号 

（衣笠病院通り） 
県道 26号衣笠小学校入口交差点～衣笠病院（小矢部２丁目） 

23 大津池田線 
国道 134 号大津グランド前交差点（大津町４丁目）～（池田町）～国

道 134 号池田踏切交差点（池田町５丁目） 

24 小矢部森崎線 
県道 26号井戸店交差点（小矢部３丁目）～（森崎交番）～森崎佐原

通り交点（森崎１・２丁目） 

25 岩戸大矢部線 A 
県道 27号岩戸団地入口交差点（岩戸１丁目）～（岩戸４丁目第２公

園前）～県道 27号大矢部３・５丁目交点（大矢部３丁目） 

26 新港臨港道路 市道 7656 号交点～新港岸壁 

27 
市道 7656 号 

（新港岸壁通り） 
よこすか海岸通り救急医療センター入口交差点～新港臨港道路交点 

28 平成臨港道路 よこすか海岸通り平成埠頭前交差点～平成港岸壁 

29 久里浜田浦線Ａ 
県道 211 号大浜交差点（久里浜８丁目）～（神明公園）～県道 27号

佐原交差点 

30 市道安浦下浦線 国道 134 号湘南橋交点（池田町５丁目）～県道 27号佐原交差点 

31 森崎佐原通り 南消防署前交点～市道安浦下浦線交点（佐原１・２丁目） 

32 
市道 859 号 

（大津交差点通り） 

国道 16号三春町４丁目交差点～国道 134 号大津交差点（大津町１丁

目） 

33 桜が丘団地線 
県道 208 号桜が丘入口交差点（馬堀町２丁目）～（桜が丘１丁目）～

浦賀舟倉線交点（吉井２丁目） 

34 
市道 6275 号 

（桜が丘通り） 
県道208号交点（桜が丘２丁目）～桜が丘団地線交点（桜が丘１丁目） 

35 馬堀鴨居線 
県道 209 号馬堀小学校前交差点（馬堀町４丁目）～（二葉）～県道

209 号鴨居交番前交差点（鴨居１丁目） 

36 浦賀舟倉線 
県道 208 号浦賀警察署前交差点（浦賀５丁目）～（浦賀トンネル）～

国道 134 号舟倉交差点（舟倉１丁目） 

37 浦賀野比線 
浦賀港交番前（西浦賀１丁目）～（川間トンネル）～県道 211 号開国

橋交差点（久里浜７丁目） 

38 

市道 6774 号 

（横須賀南高校通

り） 

横須賀明光高等学校入口交差点（佐原５丁目）～県立横須賀南高校

（佐原４丁目） 

39 岩戸大矢部線Ｂ 
市道 7227 号交点（光の丘第２公園）～(岩戸養護学校）～岩戸４丁目

第２公園前 

40 
市道 7227 号 

（ＹＲＰ通り） 

県道 27号横須賀リサーチパーク入口交差点（野比１丁目）～（光の

丘）～通研通り交点（長沢５・６丁目） 

41 
市道 4263 号 

（久里浜温水ﾌ゚ ﾙー通り） 

県道 212 号交点（久里浜８・９丁目）～（神明第２公園）～久里浜田

浦線Ａ交点（神明町） 
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No. 路線名 区間（経由） 

42 
市道 4263 号 

（久里浜港入口通り） 
久里浜臨港道路 3号線～県道 212 号交点（久里浜８・９丁目） 

43 
久里浜臨港道路３

号線 
市道 4263 号～久里浜港岸壁 

44 
野比北武線 

（通研通り） 

国道 134 号大作交差点（野比１丁目）～（長沢中学校）～県道 26号

通研入口交差点（武１丁目） 

45 野比病院線 
国道 134 号野比中学前交差点（野比３・４丁目）～（野比中学校）～

県道 212 号交点（野比５丁目国立特別支援教育総合研究所前） 

46 長沢津久井線 
国道 134 号長沢駅入口交差点（長沢１・２丁目）～（津久井小学校）

～国道 134 号津久井浜駅入口交差点（津久井１・２丁目） 

47 坂本芦名線 
県道 27号（久里浜田浦線）交差点（平作４丁目）～（大楠トンネ

ル）～国道 134 号大楠山入口交差点（芦名２丁目） 

48 衣笠太田和線 
太田和街道入口交差点（衣笠町）～（山科台）～国道 134 号大橋交差

点（太田和２丁目） 

49 市道佐島港線 
県道 213 号佐島港線交点～国道 134 号大楠小学校入口交差点（芦名１

丁目） 

50 荻野長坂線 
国道 134 号海洋科学高校前交差点（長坂１丁目）～（荻野小学校）～

国道 134 号大楠高校入口交差点（長坂３丁目） 

51 
市道 4571 号 

(市民病院通り） 

国道 134 号海洋科学高校前交差点（長坂１丁目）～（西体育館）～国

道 134 号交点（長坂１丁目南消防署西分署前） 

52 
大木根荒崎線・長井

海の手海岸通り 

国道 134 号荒崎入口交差点（長井１丁目）～（長井漁港）～国道 134 

号ソレイユの丘入口交差点（長井１丁目） 
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緊急輸送路指定路線図 
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資料４ 住宅の耐震補強工事助成事業の実績 

平成８年度より実施（阪神淡路大震災発生：平成７年１月17日）  

       （単位：件） 

                    令和２年度以降の （ ）は、うち沿道住宅の件数 

区分 
簡易 
診断 

簡易 
現地 
診断 

精密診断 

改修計画書 

作成 

耐震診断 

改修計画書 

作成 

耐震改修 
図面作成 

工事 
監理 

耐震改修
工事 

事前 
調査 

耐震 
シェル
ター 
防災 
ﾍﾞｯﾄ 

平成 8年度 287 156 0  0     

平成 9年度  66 40 17  0     

平成10年度  44 1 0  0     

平成11年度  43 27 4  0     

平成12年度  31 21 2  0     

平成13年度  38 24 3  0     

平成14年度  39 19 2  0     

平成15年度 131 83 26  9 5 5   

平成16年度 268 128 43  8 9 9   

平成17年度 178 140 72  24 16 16   

平成18年度  91 34  28 27 27   

平成19年度     125 41 24 24   

平成20年度      94 38 38 38   

平成21年度      67 42 39 39   

平成22年度       41 29 24 24   

平成23年度      101 48 46 46   

平成24年度     122 56 50 50  ２ 

平成25年度    66 37 32 32  ０ 

平成26年度    37 23 18 18  ０ 

平成27年度    36 23 20 20  ０ 

平成28年度    35 19 17 17  １ 

平成29年度     19 10 ８ ８  ０ 

平成30年度    18 ９ ９ ９  ０ 

令和元年度    ９ ６ ６ ６  ０ 

令和2年度    
14 

（０） 
８ 

（０） 
３ 

（０） 
３ 

（０） 
０ ０ 

令和3年度    
15 

（０） 
７ 

（０） 
８ 

（０） 
８ 

（０） 
０ ０ 

累計 1,125 730 203 
799 

（０） 
465 

（０） 
399 

（０） 
399 

（０） 
０ ３ 



- 36 - 

 

資料５ マンション耐震診断助成事業の実績 

平成17年度より実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
マンション予備診断 マンション耐震診断 

棟 件数 棟 戸数 

平成17年度 3 2 0 0 

平成18年度 10 5 0 0 

平成19年度 14 1 0 0 

平成20年度 0 0 0 0 

平成21年度 0 0 0 0 

平成22年度 0 0 0 0 

平成23年度 0 0 0 0 

平成24年度 1 1 0 0 

平成25年度 3 2 1 113 

平成26年度 6 1 2 165 

平成27年度 0 0 1 102 

平成28年度 0 0 0 0 

平成29年度  0 0 0 0 

平成30年度 4 2 0 0 

令和元年度 0 0 0 0 

令和2年度 0 0 0 0 

令和3年度 0 0 0 0 

累計 41 14 4 380 
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